
ＩＴ政策ロードマップの推進に向けた経済産業省の取組ＩＴ政策ロードマップの推進に向けた経済産業省の取組

○ドリームチッププロジェクト、情報大航海プロジェクトなど、戦略的な技術開発の推進

２．安全・安心な社会と、地域
における豊かな暮らしの実現

３．ＩＴの活用による環境問題
の解決

環境技術を梃子とした我が
国の産業競争力の強化

○安全・安心なトレーサビリティの実現

○e空間、e物産など、新たな地産知消の
仕組みの提案

○グリーンＩＴの推進

○企業・業種横断的なＩＴビジネス環境整備（地理空間情報の活用、ＥＤＩ標準の整備、企業コード体系の相互運用性の実現、
電子タグインフラの普及等）

○総合的なIT人材育成（ナショナルセンター機能の整備）

○裁判外紛争解決，契約システムの高度化など、民主導の情報経済メカニズムの整備

○消費者自らがブログ等を通じて情報発信を行う時代におけるオープン・イノベーション環境の整備

ＩＴによるイノベーションの活性化、豊かな暮らしの実現ＩＴによるイノベーションの活性化、豊かな暮らしの実現

ＩＴをめぐる基盤の整備ＩＴをめぐる基盤の整備

○IT機器の電力消費
効率を2倍に向上。

○光技術でデータ転
送電力を1/100に。

○製造・物流システム

のＩＴ化。

○ビルの照明や冷暖房
のエネルギー消費を
ＩＴ技術により大幅
削減（ＢＥＭＳ）。

ＩＴ機器の省エネ ＩＴによる省エネ

○有害コンテンツ対策

ＩＴ機器の抜本的省エネとＩＴによる更なる
省エネの推進

国民が使いやすいワンストップポータルの構築

安全・安心な高機能型生産・流通体制の構築

新しいビジネスの創出や販路開拓の支援

フィルタリングソフトの普及促進、民間の自主的
な取組を促す政策の展開

ＩＴを活用して地域産品
の新たな販路開拓を推進。

事例：
『和歌山「わいわい市場」』

参考資料２

１．国民本位の便利で効率的な
電子行政サービスの実現

○引越ポータル等次世代電子行政
サービスの推進

○会計関連業務のＢＰＲ

全府省に共通する、旅費、物品調達等の
業務・システムの抜本的な見直しに取組。

既存の民間サービスをはじめ民間活力を積
極的に活用しながら、業務効率化を実現。

全府省共通の効率的な行政システムの構築

経営者によるＩＴ経営実践の抜本強化

４．ＩＴによる産業・企業の競争
力向上

中小企業の活力と英知の発揮

○産業基盤としてのＳａａＳプラット
フォームの構築・普及
インターネットを活用した中小企業の経営革新

○「ＩＴ経営協議会」による経営革新

○コンテンツ流通促進など新産業の創
造支援、規制緩和

○ＩＴ産業とユーザ産業の融合による
競争力強化

○ＩＴによる産業・企業の競争力強化

ＩＴによる、自動車、ロボット、流通、住宅
など各産業の競争力強化



ＩＴ政策ロードマップの推進に向けた
経済産業省における取組

平成２０年４月２２日

経 済 産 業 省

参考資料２（別添）
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企業・業界の壁を超えた情報共有により、環境問題、製品安全への的確な対応を実現するため、業種横断的なプラットフォー
ム（データ共有システム）を構築。

従来型の電子商取引関連情報（売上高、在庫等）に加えて、①安全・安心関連情報（製品寿命、不具合製品の所在把握等）、
②環境関連情報（含有化学物質情報等）、③リサイクル関連情報など社会的課題に対応した情報流通メカニズムを実現。

具体的には、ＥＤＩや電子タグを活用して、部品・製品から解体までの情報の集約管理を行い、部品・素材情報（化学物質、リ
サイクル関連情報等）や製造履歴（製造年月日、製造ライン等）の共有、店頭での消費者への情報開示（化学物質、消費電力
等）や、あるいは在庫管理、タグを利用した一括レジ精算、保守・中古販売・解体業者に対する製品整備マニュアル情報やリサ
イクル手順の情報提供を可能にする。

電子部品・素材製造者 組み立てメーカ 小売店 消費者 保守・中古販売・解体業者

電子タグ
（箱など）

ＥＤＩ

行程履歴
ＤＢ

出荷管理ＤＢ

製品ＤＢ
ＭＳＤＳ
ＤＢＰＲＴＲ

ＤＢ

受発注
ＤＢ

社内ネットワーク

顧客ＤＢ

在庫ＤＢ

家電リサイクル
ＤＢ

検査・保守ＤＢ

家電リサイクル
ＤＢ

化学物質ＤＢ

受発注情報

原材料情報

在庫情報

トレーサビリティ

性能情報

保守情報

商品情報

ＥＤＩ ＥＤＩ

進捗情報 化学物質情報

電子タグ 電子タグ電子タグ電子タグ

電気・電子情報連携推進協議会（ＩＰＰＣ）の取組

保守情報

リサイクル情報

次世代情報流通メカニズムの実現

２００７年６月に設立。家電、電子機器、電子部品、家電量販店など３８社・団体が加入。
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電波、可視光通信などを鍵に空間自体をＩＴ化。いつでも繋がっていることが当たり前のオープ
ンな環境を作り、不動産開発事業者、広告代理店、店舗運営者、コンテンツ事業者など、様々な
関係者を交えた新たなビジネスモデルを誘発する。

「ＩＴによる融合と創造、それを支える高度な信頼性」を理念に、様々な空間の高付加価値化に
トライし、海外市場への展開が可能なサービスの基盤の創出を目指す。

店舗を付加価値とする街を。

ｅ空間コンセプト

情報空間による付加価値のある街へ

→ 「いまだけ・ここだけ・あなただけ」

東京ミッドタウン地域

六本木ヒルズ地域

地域限定
放送・配信

地域限定商品情報配信

地域限定コンテンツ配信

会場外への映像配信

東京Fashion Week

東京国際映画祭

オンラインゲーム

特選商品情報

特設商談

リアル／オンライン連動型ゲーム提供
場所を選ばない商談空間
行動追跡型マーケティング

－ 集客効果等商業空間としての付加価値向上
－ 新たな広告・ビジネス空間の誘発
→ 新たなＩＴインフラ整備インセンティブにも

（例示）
六本木エリアの

e空間化

新たなサービスを創出する未来型の生活・商業空間「e空間」
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グリーンＩＴイニシアティブの推進

○ 電子・情報技術は、経済社会のエネルギー効率向上を可能とし、環境負荷低減に貢献。
○ 本格的な情報化社会の到来（情報爆発）により、ＩＴ機器による電力消費量が急増。

○ 我が国が強い省エネ技術力を活かし、「環境保護と経済成長」をＩＴを活用して両立（グリーンＩＴ）。

ＩＴ機器・システムの省エネ ＩＴを活用した社会の省エネ

「グリーンＩＴイニシアティブ」の推進

○ 本格的な情報化社会の進展により、ＩＴ機
器による電力消費が急増（2025年には
現在の５倍（国内全体の２割）に増加）。

○ これまでもＩＴ機器は大幅な省エネを実現
（例）家電（エアコン、冷蔵庫等）の消費電力は、１０年
前の４０％～５０％削減。

○ 工場にエネルギー最適管理システムを導入

して、消費電力を20％削減

○ 電子計測技術等の導入で、過去１５年間に

ＣＯ２排出原単位を最高で60％以上も削減

○ データセンターの消費電力量を50％削減
○ 光技術を利用して通信電力を１／１００に

更なる省エネに向けた一層の努力

○ ＩＴによる地域・コンビナート全体の最適制御

○ 計測機器等ＩＴによる環境貢献の「見える化」

グリーンＩＴ推進協議会の設立技術開発、環境貢献の可視化 環境ＩＴ経営普及、国際協力
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ＳａａＳ活用基盤整備事業の概要

５０万社の中小企業への利用を目指す５０万社の中小企業への利用を目指す

ＳａａＳ※（Software as a Service）型サービスを活用した業務インフラの普及

※インターネット経由で情報処理を行うサービス

オンラインで財務
・労務管理の情報
等を入力

SaaS型ｻｰﾋﾞｽ
を活用した処理

・納税申告
・社会保険
関係申請

等

簡便に
電子申請

サービス提供事業者

中小・小規模事業者

申告書
作成

・
・

財務処理
給与計算
など

関係行政機関

申請書
作成

税理士等専門家
の支援

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

財務会計などバックオフィス業務から電子納税等電子申請までを一貫して行える、
便利なワンストップサービス（SaaS活用型サービス）を官民連携して構築・普及。
中小企業の会計力・経営力向上と電子政府利用を促進。
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ＩＴ経営実践の抜本強化に向けた「ＩＴ経営協議会」の設置

経営と現場が一体となった「つながり力」の強化に向け、優れたIT経営を実践するCIOとIT投資の専門家を
一堂に会した「CIO戦略フォーラム」にて、集中的に検討を実施しているところ。

本フォーラムにて「見える化」、「共有化」、「柔軟化」などの段階毎に取組みロードマップを整理。本年５月に
はこれらの成果を踏まえ、トップ経営者による「第１回IT経営協議会」を開催し、「IT経営憲章」として取りま
とめる予定。

トップ経営者、ＣＩＯ及びＩＴ投資の専門家、英知を結集し、ＩＴ経営実践の抜本強化を目指す。

＜「ＩＴ経営憲章」の概要＞

○ＩＴ経営実践の必要性への気付きと「ＩＴ経営協議会」の正式発足

○ＩＴ経営実践に向けて必要な環境整備・制度整備等の提言

＜平成２０年５月以降の体制図（案）＞

（１回／年）

（１回／四半期）

（１回／２ヶ月）

IT経営協議会

CIO戦略フォーラム

評
価
・
分
析
部
会

人
材
育
成
部
会

改
善
活
動
部
会
①

改
善
活
動
部
会
②

改
善
活
動
部
会
③

＜ＩＴ経営協議会の活動概要（予定）＞

○ＩＴ経営ロードマップの策定・公開とカイゼン活動を基にした改訂

○業種横断的なシステム・データ連携に向けた標準作り

○ユーザー側の人材育成方策検討 他
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ＩＴ産業とユーザ産業の融合による競争力強化

すり合わせ

非競争領域

競争領域

搭載製品付加価値の向上
グローバルに競争力のある組込み製品の創出

協議会では、このモデルシフトに
必要な環境を整備して行く

協議会では、このモデルシフトに
必要な環境を整備して行く

「選択と集中」
により、開発を
競争領域にシフト

競争力のある組込み
ソフトウェア製品は、
コンポーネント化するこ
とで、非競争領域へ

組み合わせモデルシフト

開
発
領
域

知的財産権の扱いや
品質保証の考え方等
について検討が必要

○組込みソフトウェアは製造業をはじめとするあらゆる産業において付加価値の源泉となっており、
我が国の産業競争力を左右。その品質・信頼性及び安全性が重要。
○拡大する顧客ニーズに対応し、より大規模なソフトウェアをより短期間で開発するためには、ユーザは、
すり合わせ型の開発のみならず、組み合わせ型の開発を取り入れて、自社のリソースを集中投入する
方法が模索されている。
○そのため、組込みソフトウェアのユーザ企業と、組込みソフトウェアを製品提供するベンダ企業との
協業を円滑にする場を立ち上げ、組込みソフトウェアの開発や利用における「選択と集中」を促進する
ことで、ユーザ産業及び組込みソフトウェア産業双方の国際競争力の強化を目指す。

（組込ソフトウェアの高度化）
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地理空間情報の流通促進に向けた取組

時空間情報DB

ＪＩＳに準拠した地理空
間情報DB

アプリケーション
インターフェース（API）

の公開

アプリケーション
インターフェース（API）

の公開

Bコンテンツプ
ロバイダ

地理識別子 座標
地理識別子 座標

地理識別子 座標＋時間情報

●●町1丁目 （a，b. c）

●●町2丁目 （X，Y.  Z）
C観光ポータル

地理識別子 座標＋時間情報

□□ﾚｽﾄﾗﾝ （a，b, c） +更新時刻

△△店 （x，y, z） +更新時刻

A市役所

各事業者が保有する地理空間情報
を連携・活用

インターネット

○ 住所・建物等の標準化（JISコード化）

現在JISコードは、県、市区町村までとなってい
るが、地番、号までの住所や建物、施設等のJIS
コード化を推進。

地理空間情報流通基盤

利用者

住所や建物等に
関する情報を共
有・活用

地図A 地図B 地図C
デジタル情報家電（ＰＣ）デジタル情報家電（ＰＣ）携帯電話携帯電話 カーナビカーナビ

地理識別子 座標＋時間情報

○○△道路 （a，b ,c）+更新時刻

××□橋 （X，Y, Z） +更新時
刻

ＰＩ（Place Identifier）情報
の位置データ変換

ＰＩ（Place Identifier）情報
の位置データ変換

モデルサービス群携帯端末歩行者案内サービス携帯端末歩行者案内サービス タクシー・物流業サービスタクシー・物流業サービスリアルタイム配信カーナビリアルタイム配信カーナビ

○ 座標系

標準化に当たっては、世界測地系に
基づく三次元座標+時間情報を加え
た四次元情報を活用

JIS規格等に準じた
行政や民間企業が
保有する地理空間
情報の認証○ プラット

フォーム機能

建物や施設等の
地理空間情報の所
在や企業コードな
どを登録・管理し、
それら情報を提供
するプラット
フォームの構築

モデルサービス群携帯端末歩行者案内サービス携帯端末歩行者案内サービス タクシー・物流業サービスタクシー・物流業サービスリアルタイム配信カーナビリアルタイム配信カーナビ 地域住民支援サービス地域住民支援サービス

■ 民間企業や公的機関が保有する地理空間情報の流通促進の観点から、住所や建物の位置情報の標準化（ＪＩＳ
コード化）、空間コード間の連携を促すPI（Place Identifier）情報や企業コード体系の相互運用性の確保が必要。
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高度ＩＴ人材育成に向けたナショナルセンター機能の整備

Ｄ：評価メカニ
ズムの構築

Ｃ：育成手法
の確立

産業界

教育界

Ｅ：産学連携に
よる実践的教育
システムの構築

Ｆ：国際的な人
材育成メカニズ
ムの確立

世界市場

産学官協議会

Ｇ：産学間連携の仕組みと職業人コミュニティの確立

プロフェッショナルコミュニティ ＩＰＡ等

Ａ：人材需給の好循環
メカニズムの形成

高度なＩＴ人材を獲得するための収益
力の高い産業が存在し、そこに優秀な
人材が牽引され、それら優秀な人材の
獲得によって産業の競争力が一層高ま
るという市場システム。

政府

人材類型

スキルセット

Ｂ：具体像の
可視化と共有

ソフトウェア工学

モデル化技術

･･･

･･･

情報処理技術者試験

スキル標準

･･･

標準カリキュラム

･･･

FD・インターン
シップ

アジア統一試験

国際標準化

･･･

＜高度IT人材育成プラットフォーム＞

高度ＩＴ人材の具体像（キャリアとスキル）の可視化、共有化

実践的かつ先端的な人材育成手法の確立、実践

客観性の高い人材評価メカニズムの構築

我が国発の人材育成・評価システムの国際展開

高度ＩＴ人材育成のための推進体制づくり


